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                        会 社 名   日 立 化 成 株 式 会 社 

                        代表者名    執行役社長兼ＣＥＯ   丸 山 寿 
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                       問合せ先    ブランド・コミュニケーション部長 

岡 村 昌 彦 
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会社分割（簡易吸収分割）および子会社（分割会社）の異動に関するお知らせ 
 

 日立化成株式会社(以下、日立化成)は、本日開催の取締役会において、日立化成の連結子会社である

日立化成商事株式会社(以下、日立化成商事)の日立化成グループ向け材料調達事業を日立化成に吸収

分割した後、日立化成が保有する日立化成商事の全株式を、新興電気株式会社(以下、新興電気)に譲渡

することを決定しましたので、下記のとおりお知らせします。 

また本件は、当社の 100％子会社の事業部門を承継する会社分割であるため、開示事項および内容を

一部省略しております。 

  

 

記 

 

１．背景・目的 

 日立化成商事は現在、日立化成グループ向け材料調達事業と、日立化成グループ以外の材料・製造

装置等の販売事業を行っています。 

日立化成は、日立化成商事が取り扱う配線板や液晶ディスプレイの製造装置等の顧客が、多層配線

板用基板材料やディスプレイ用回路接続フィルム等当社が扱う材料を必要とするケースも想定される

ことから、そうした顧客へのアプローチによる新規案件獲得に取り組んできました。しかしながら、

日立化成商事が主に販売している製造装置と当社の材料とのシナジーが限定的な状況となってきたこ

とから、このたび日立化成商事の日立化成グループ向け材料調達事業を当社が承継し、日立化成グル

ープ以外の材料・製造装置等の販売事業を新興電気へ譲渡することを決定しました。 

 

新興電気は、主に情報通信業界やカーエレクトロニクス業界向けに市場競争力の強い機能性材料や

電子部品、車載部品等を取り扱う専門商社で、長年日立化成グループの製品も扱っているビジネスパ

ートナーです。今後日立化成商事は、日立化成グループ以外の材料・製造装置等に関する事業基盤を

生かして、新興電気が保有する国内のほか中国、タイ等の営業拠点を利用し、さらなる売上拡大を図

ることが期待されます。 

 

 

２．会社分割および子会社の異動の日程 

取締役会決議日 2019 年 7 月 25 日 

会社分割契約締結日 2019 年 7 月 25 日 

会社分割実施予定日(効力発生日)  2019 年 10 月 1 日 

持分売買契約書締結日 2019 年 7 月 25 日 

持分譲渡完了日(予定)  2019 年 10 月 1 日 

  ※本日程は 2019 年 7 月 25 日現在のものであり、今後手続き等により変更になる可能性があります。 
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３．会社分割の概要 

(1)会社分割の要旨 

(ⅰ)会社分割の方式 

  日立化成商事を分割会社とし、当社を承継会社とする吸収分割です。 

 

(ⅱ)会社分割に係る割り当ての内容 

 本会社分割は、当社と当社の完全子会社との間で行われるため、本会社分割に際して株式の割当て

は行われません。 

 

(ⅲ)会社分割に伴う新株予約権および新株予約権付社債に関する取扱い 

  該当事項はありません。 

 

(ⅳ)会社分割により増減する資本金 

  本会社分割による当社の資本金の増減はありません。 

 

(ⅴ)承継会社が承継する権利義務 

  本会社分割に関する資産、負債および契約上の地位等の権利義務のうち、会社分割契約において

定めるものを承継します。 

 

(ⅵ)債務履行の見込み 

  本会社分割において、当社が負担すべき債務の履行の見込みに問題はないと判断しております。 

 

 

(2)分割当事会社の概要 

 承継会社 分割会社 

(1)名称 日立化成株式会社 日立化成商事株式会社 

(2)所在地 東京都千代田区丸の内一丁目 9 番

2号 

東京都千代田区丸の内一丁目 9

番 2号 

(3)代表者の役職・氏名 執行役社長 兼 CEO  

丸山 寿 

取締役社長 

半田 秀樹 

(4)事業内容 機能材料および先端部品・システ

ムの製造・加工および販売 

機能材料関連、設備機器関連製品

の売買並びに輸出入業 

(5)資本金 154 億 54 百万円 3 億 1 百万円 

(6)設立年月日 1962 年 10 月 10 日 1968 年 6 月 1 日 

(7)発行済株式数 208,364,913 株 1,040,000 株 

(8)決算期 3 月 31 日 3 月 31 日 

(9)大株主および持ち株比率 株式会社日立製作所 51.24％ 日立化成株式会社 100％ 

(10)直近事業年度の経営成績および財政状態 

決算期 2019 年 3 月期 2019 年 3 月期 

純資産(親会社の所有に帰属

する持分) 

420,095 百万円 4,301 百万円 

総資産(資産合計) 708,659 百万円 9,242 百万円 

1 株当たり純資産(円) 

(1 株当たり親会社所有者帰

属持分) 

2,017.54 円 4,135.23 円 

売上収益 681,025 百万円 22,055 百万円 

営業利益 36,353 百万円 260 百万円 

税引前当期利益 40,500 百万円 318 百万円 

親会社の所有者に帰属する

当期利益 

28,723 百万円 210 百万円 
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親会社の所有者に帰属する

1株当たり当期利益 

137.94 円 201.96 円 

(11)承継会社と 

分割会社との間の関係 

資 本 関

係 

当社が発行済株式総数の 100%の株式を所有しております。 

人 的 関

係 

当社の従業員 3名が分割会社へ出向しており、分割会社の

従業員 108 名が当社に出向しております。 

取 引 関

係 

当社と分割会社との間には、製品又はサービス等の取引関

係があります。 

 ※日立化成株式会社の発行済株式数は 2019 年 3 月 31 日現在の発行株式数であります。 

 ※日立化成商事株式会社の発行済株式数は 2019 年 3 月 31 日現在の発行株式数であります。 

 

(3)会社分割により承継する事業部門の概要 

(ⅰ)承継する事業部門の内容 

  日立化成グループ向け材料調達事業 

 

(ⅱ)承継する事業部門の経営成績(2019 年 3 月期) 

売上高 8,348 百万円 

 

(ⅲ)承継する資産、負債の項目および金額(2019 年 3月 31 日現在) 

資産 負債 

項目 帳簿価格 項目 帳簿価格 

流動資産 4,726 百万円 流動負債 2,124 百万円 

固定資産 421 百万円 固定負債 542 百万円 

資産合計 5,146 百万円 負債合計 2,666 百万円 

 

(4)会社分割後の状況 

 本会社分割による当社の商号、事業内容、本社所在地、代表者、資本金、決算期の変更はありませ

ん。また、純資産および総資産については、現時点では確定しておりません。 

 

 

４．子会社の異動の概要 

(1)持分を譲渡する会社の概要 

 持分を譲渡する会社(日立化成商事)の概要は「３．会社分割の概要 (2)分割当事会社の概要」に記

載の通りです。 

 (ⅰ)持分を譲渡する会社の最近 3年間の財政状態および経営成績 

決算期 2017 年 3 月期 2018 年 3 月期 2019 年 3 月期 

純資産(親会社の所有に

帰属する持分) 

4,374 百万円 4,094 百万円  4,301 百万円 

総資産(資産合計) 9,632 百万円 10,558 百万円 9,242 百万円 

1 株当たり純資産(円) 

(親会社の所有に帰属す

る持分) 

4,205.71 円 3,936.92 円 4,135.23 円 

売上収益 18,437 百万円 20,112 百万円 22,055 百万円 

営業利益 238 百万円 99 百万円 260 百万円 

税引前当期利益 308 百万円 48 百万円 318 百万円 

親会社の所有者に帰属

する当期利益 

206 百万円 26 百万円 210 百万円 

親会社の所有者に帰属

する 1株当たり当期利益 

198.21 円 24.94 円 201.96 円 

１株当たり配当金 0 円 293.27 円 0 円 
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(2)持分譲渡の相手先の概要 

(1)名称 新興電気株式会社 

(2)所在地 東京都中央区日本橋兜町４－３ 兜町ビル 

(3)代表者の役職・氏名 代表取締役社長執行役員 高橋 潤 

(4)事業内容 電子部品、電子材料、エネルギー関連部材、生産 

設備等の販売 

(5)資本金 3 億 5 千万円 

(6)設立年月日 1949 年 6 月 4 日 

(7)決算期 3 月 31 日 

(8)当社グループと 

当該会社との間の関係 

資本関係 当該会社は、当社の株式を僅少保有し

ております。 

人的関係 当該会社より２名が当社に出向してい

ます。 

取引関係 当社と当該会社の間には、当社製品販

売に関する取引関係があります。 

 

 

５．譲渡前後の議決権所有割合、譲渡株式数および譲渡価額の概要 

(1)異動前の議決権所有割合 100％ 

(2)異動後の議決権所有割合 0％ 

(3)譲渡株式数 1,040,000 株 

(4)譲渡価額 株式譲渡価額          1,260 百万円 

その他費用（概算）         42 百万円 

※最終的な株式譲渡価額は、本株式譲渡後に調整を行い決定するため、今後変動する可能性があります。 

 

 

６．今後の見通し 

 本件が 2020 年 3 月期連結業績に与える影響は軽微です。 


